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1.  平成23年3月期の業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 8,149 △6.9 234 △27.5 236 △27.8 116 △36.4
22年3月期 8,757 △1.6 323 △17.3 327 △17.9 182 △19.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 5,381.21 ― 5.1 7.1 2.9
22年3月期 8,463.00 ― 8.3 10.0 3.7

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 3,313 2,332 70.4 108,056.70
22年3月期 3,311 2,265 68.4 104,916.68

（参考） 自己資本   23年3月期  2,332百万円 22年3月期  2,265百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 60 △36 △47 1,876
22年3月期 320 △25 △69 1,900

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 2,200.00 2,200.00 47 26.0 2.2
23年3月期 ― 0.00 ― 1,540.00 1,540.00 33 28.6 1.4
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 1,940.00 1,940.00 30.1

3.  平成24年3月期の業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,947 △4.4 88 △6.3 89 △6.4 48 △7.1 2,224.09
通期 8,160 0.1 250 6.9 252 6.8 139 20.0 6,455.63



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

（注） 詳細は、添付資料P．21「重要な会計方針」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 21,590 株 22年3月期 21,590 株
② 期末自己株式数 23年3月期 ― 株 22年3月期 ― 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 21,590 株 22年3月期 21,590 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続を実
施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料2ペ
ージ「(1)経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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①当期の経営成績 

当事業年度（平成22年4月1日～平成23年3月31日）におけるわが国の経済は、輸出の増加や、住宅・

家電・自動車などに対する政策支援による経済対策効果もあり、回復の兆しが見られてきたものの、依

然として雇用や所得環境は厳しく、デフレや円高水準の長期化に加え、3月11日に起きた東日本大震災

による影響により、景気の先行き不透明感はより強いものとなりました。 

 情報サービス産業につきましても、ＩＴ投資関連は回復の兆しは見られるものの、メーカーや大手ベ

ンダーを中心とした内製化や入札方式による同業他社との競争激化、先端技術者との差別化による一部

技術者の人余りといった現象が生じました。人材ビジネス市場におきましても、改正労働者派遣法案の

可決見通しが立たない状況下にありながら、人材派遣事業主にとって厳しい取引条件や契約終了などが

先行し収益環境が悪化するなど、人材ビジネスの多角化や人材派遣事業の見直しに迫られております。

このような状況の下、当社におきましては、新卒採用者の抑制や販売費・一般管理費の削減に努める

一方、今後の企業の信用力向上に向け情報セキュリティにおける組織のマネジメントシステムであるＩ

ＳＭＳ（ＩＳＯ２７００１）及び品質管理における業務の標準化を推進するＩＳＯ９００１を取得し、

受注基盤の強化に努めてまいりました。 

 しかしながら、昨年の特需案件の影響や人材派遣事業における契約打切りに伴った売上の減少などの

影響から、当事業年度の売上高は8,149百万円（前年同期比6.9％減）、営業利益234百万円（前年同期

比27.5％減）、経常利益236百万円（前年同期比27.8％減）、当期純利益は116百万円（前年同期比

36.4％減）となりました。また、平成23年2月7日に公表しております本社移転に伴い、オフィス移転、

オフィス原状回復工事、従来の設備除却等の発生費用として特別損失27百万円を計上しております。 

  

 セグメント別営業概況は、次のとおりであります。 

 
  

[システムソリューションサービス事業] 

intra-mart開発案件及びデータマイニング案件の売上が順調だったことや、金融システムの新規開発

支援案件、Ｗｅｂ関連の新規ＳＩ案件受注など全体的に売上は堅調に推移しましたが、前期特需売上分

（大型システムのハード更改特需）が影響し、当事業年度の売上高は3,500百万円（前年同期比8.1％

減）となりました。 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

事業部門
前事業年度 当事業年度 増減

金額 比率 金額 比率 金額 比率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

システムソリューションサービス 3,809 43.5 3,500 43.0 △309 △8.1

ＢＰＯサービス 4,947 56.5 4,648 57.0 △298 △6.0

合    計 8,757 100.0 8,149 100.0 △608 △6.9
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[ＢＰＯサービス事業] 

流通関連のアウトソーシング業務による季節的案件の需要増加や地上デジタル化に向けた受付に伴う

事務処理支援業務等の売上増加、また人材派遣事業の短期案件等の拡大を推進してまいりましたが、取

引先各社の内製化による長期契約案件の終了による売上減少傾向が進み、当事業年度の売上高は4,648

百万円（前年同期比6.0％減）となりました。 

②次期の見通し 

わが国経済の見通しにつきましては、東日本大震災による東北・関東エリアの電力不足は長期化

し、企業活動の停滞や消費意欲の低下が予想され、福島原発事故に伴った放射能汚染の広がりによる

内需の減退と外需の日本離れが危惧されるものの、インフラ整備や復興需要の増加が見込まれるもの

と思われますが、依然として円高や原材料高、政局不安など懸念材料は多く不透明感は当分の間続く

ものと予測されます。 

 当社の事業環境につきましても、主要取引先であるＮＴＴグループにおける影響度が不透明な状況

でありますが、各種投資抑制や節電対策等における営業時間の短縮等が生じた場合は、当社の事業に

も与える影響が懸念されます。 

 このような状況の中、システムソリューションサービス事業では、平成23年4月にデータマイニン

グビジネス（※1）の体制強化とともにＢＩ（ビジネスインテリジェンス）（※2）分野の事業拡大を

図るために、「ＢＩソリューション部」を新設しました。また、スマートフォンにおけるアンドロイ

ド（※3）対応アプリケーションの開発や電子申告の一括送信モジュール化の開発など新規ビジネス

への取り組みや、プライム比率の向上とともにＳＩ案件の拡大を積極的に推進してまいります。 

一方、ＢＰＯサービス事業では、質の高い専門性をもった将来的に高収益が得られる人材の育成に取

組み、人材派遣事業における同業他社との差別化を図ってまいります。また、流通関連のアウトソー

シング業務を深耕するとともに、前期より参入した官公庁入札案件等の請負業務獲得への取組み、人

材紹介業の展開を通じた事業規模の拡大など、収益向上に努めてまいります。 

 以上のことから、次期の業績予想につきましては、売上高8,160百万円（前年同期比0.1％増）、営

業利益250百万円（前年同期比6.9％増）、経常利益252百万円（前年同期比6.8％増）、当期純利益

139百万円（前年同期比20.0％増）を見込んでおります。 

  
※1 「データマイニング」とは、大規模なデータベースから有用有益な情報（パターンやルール）や関係を導き出す

技術のことである。マーケティングの需要予測、販促、店頭マーチャンダイジング等の分野で活用されている

が、最近では株価予測、人的資源管理等の分野にも活用されている。 

※2 「BI」とは、Business Intelligence（ビジネス・インテリジェンス）の略であり、企業内外の情報やノウハウ

を系統的に分析・加工し、これを関係者全員で共有し活用することで、意思決定を迅速に行い戦略的な企業活

動の実施やさらなる効率化を目指そうという考え方である。 

※3 アンドロイド（Android）とは、Googleが2007年11月に発表した、スマートフォンやタブレットPCなどの携帯情

報端末を主なターゲットとして開発されたプラットフォームである。 
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①資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

流動資産は、前事業年度末と比較し、23百万円減少し、3,171百万円となりました。これは主に仕

掛品17百万円、繰延税金資産4百万円の増加及び現金及び預金の減少23百万円並びに、売掛金の減少

24百万円等であります。 

固定資産は、前事業年度末と比較し、25百万円増加し、142百万円となりました。これは主に敷金

及び保証金34百万円及び繰延税金資産5百万円の増加並びに、工具、器具及び備品9百万円、ソフトウ

ェア4百万円の減少等であります。 

この結果、総資産は、前事業年度末と比較し、2百万円増加し、3,313百万円となりました。 

（負債） 

流動負債は、前事業年度末と比較し、67百万円減少し、953百万円となりました。これは主に未払

金99百万円、買掛金16百万円、未払法人税等10百万円及び未払消費税等6百万円の減少並びに賞与引

当金40百万円及び本社移転費用引当金27百万円の増加等であります。 

固定負債は、前事業年度末とほぼ同額の26百万円であります。 

この結果、負債合計は、前事業年度末と比較し、65百万円減少し、980百万円となりました。 

（純資産） 

純資産合計は、前事業年度末と比較し、67百万円増加し、2,332百万円となりました。これは主に

当期純利益116百万円の増加及び配当金の支払47百万円等であります。 

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ23百万円

減少し、当事業年度末は1,876百万円となりました。 

    当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は60百万円（前事業年度は320百万円の獲得）となりました。 

収入の主な内訳は、税引前当期純利益208百万円、賞与引当金の増加40百万円、本社移転費用引当金

の増加27百万円、売上債権の減少24百万円及び減価償却費22百万円であり、支出の主な内訳は、法人

税等の支払額108百万円、未払金の減少96百万円、たな卸資産の増加17百万円及び仕入債務の減少16

百等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動の結果使用した資金は36百万円（前事業年度は25百円の使用）となりました。 

支出の主な内訳は、敷金の差入による支出24百万円及び有形固定資産の取得による支出13百万円であ

り、収入の主な内訳は、貸付金の回収による収入1百万円等であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は47百万円（前事業年度は69百万円の使用）となりました。 

これは、配当金の支払い47百万円であります。 

  

（２）財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
（注）1 各指標は、以下の算式により算出しております。 

自己資本比率：自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

なお、当社株式は、平成19年3月期においては非上場でありますので、時価ベースの自己資本比率は平成20年3月期よ

り記載しております。 

2  当社は、有利子負債を有していないためキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッ   

   ジ・レシオは記載しておりません。        

  

  

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、企業体質の強化及び今

後の事業展開を勘案し、配当性向30％を目安に各期の業績を考慮しつつ、安定的かつ継続的な配当を実

施していくことを基本としております。 

 当期の配当につきましては、この方針に基づき、1株当たり1,540円といたします。次期の配当につき

ましても、上記の方針に基づき決定することとしております。なお、中間配当は実施いたしません。 

 内部留保資金につきましては、新しい情報技術への開発投資及び人材育成投資等の中長期的な企業価

値の増大を図るための先行投資としての活用を考えております。 

  

  

当社の事業展開その他に影響を及ぼすリスク等については次のようなものが考えられます。なお、当

社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存

であります。  

  

①親会社グループとの関係について 

イ．親会社グループにおける当社の位置付け及び競合状況について 

株式会社ＤＴＳは、平成13年4月から当社株式の取得により親会社となっておりますが、平成23年3月末現在に

おいて、親会社（株式会社ＤＴＳ）グループは、株式会社ＤＴＳを含む10社で構成されており、情報サービス業

を主体に展開しております。 

 親会社グループにおける情報サービス業を展開する各社は、それぞれ個々の市場基盤や得意分野が異なってお

り、当社は、これまでの商業エリアにおける実績から首都圏を専門とした中堅企業やＮＴＴグループ及びそのエ

ンドユーザー向け中小規模開発案件を担当し、Ｗｅｂアプリケーション開発やデータマイニングソリューショ

ン、基幹系システム開発を展開するとともに、人材派遣サービスの提供も行うなど、自由な事業活動を行ってお

平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期

自己資本比率 52.5 64.6 66.7 68.4 70.4

時価ベースの自己資本比率 ─ 83.4 34.1 44.0 36.5

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

─ ─ ─ ─ ─

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

─ ─ ─ ─ ─

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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ります。また、当社は、親会社グループが受託した情報サービス事業の一部の委託も受けており、親会社グル

ープ内において当社が行っている人材派遣業務を通じて、当社から株式会社ＤＴＳへ人材派遣の提供を行ってお

ります。現時点では、親会社グループとの競合はないものと認識しており、事業運営上の制約等も受けておりま

せん。 

 親会社からは、今後も当社の事業の独立性を尊重していく方針を示されておりますが、将来的に親会社の経営

方針が変更した場合は、主たる業務において事業競合が発生しないことを保障するものではありません。この場

合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

ロ．親会社グループとの取引関係について（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

親会社グループとの取引は次のとおりであります。 

 
なお、取引条件及び支払条件の決定方法は、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本方針として決定してお

ります。また、親会社から事業運営上の制約等は受けておりませんが、将来的に親会社の事業運営上及び取引条

件等に関する方針が変更された場合は、当社の業績に影響を与える可能性があります。  

ハ．親会社グループとの人的関係について 

当社取締役5名、監査役3名のうち、当社は社外の客観的見地から経営に関する助言を得ること及び取締役会機

能の充実等を目的として、親会社である株式会社ＤＴＳから非常勤取締役2名及び非常勤監査役1名を受け入れて

おります。 

 なお、株式会社ＤＴＳから受入れている取締役2名及び監査役1名の親会社での役職等は次のとおりです。 

 
 ※当社代表取締役社長村井一之は親会社の非常勤取締役を兼務しております。また上記以外、親会

社から従業員の出向者１名受入れを行っております。 

  

②ＮＴＴグループとの関係について 

イ．ＮＴＴグループとの取引について 

当社の主要取引先であるＮＴＴグループへの当事業年度における売上高比率は70.3％（5,726百万円）を占め

ております。ＮＴＴグループは、その事業の規模が大きく、通信以外の分野にも多角的に事業の展開を行なって

おり、当社におけるＮＴＴグループのマーケットは今後も拡大すると認識しておりますが、万一、ＮＴＴグルー

プ各社が一斉に何らかの事情により各分野での事業を縮小したり、当社との取引額を削減した場合には、当社の

事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

ロ．ＮＴＴグループからの社員受入れ及び退職者ＯＢの活用について 

当社は、ＮＴＴグループに対する事業の推進を図るにあたり、ＮＴＴグループから早期退職者を社員として受

入れております。平成23年3月末日現在、常勤取締役1名、常勤監査役1名、執行役員1名、部長職3名、マネージ

ャー職1名の合計7名を受入れております。 

 また、ＢＰＯサービス事業でのコールセンター業務等の体制基盤を強化するにあたり、ＮＴＴ独自の端末機操

・株式会社ＤＴＳとの取引金額 871,223千円

・株式会社ＦＡＩＴＥＣとの取引金額 74,770千円

・日本ＳＥ株式会社との取引金額 1,549千円

・株式会社九州ＤＴＳとの取引金額 470千円

・株式会社ＭＩＲＵＣＡとの取引金額 270千円

・株式会社アスタリクスとの取引金額 180千円

役職 氏名 親会社での役職（平成23年3月31日現在）

非常勤取締役 伊東辰巳 ㈱DTS常務取締役執行役員

非常勤取締役 竹内 実 ㈱DTS取締役執行役員金融事業本部長

非常勤監査役 尾崎 実 ㈱DTS常勤監査役
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作や商品内容における知識やノウハウを得るために、契約社員並びに派遣スタッフとしてＮＴＴグループ退職

者ＯＢの採用を行なっておりますが、今後の採用に際して、ＮＴＴグループ退職者ＯＢの確保が困難になった場

合は、当社が提供するサービスの低下が予測され、業績等へも影響を及ぼす可能性があります。 

ハ．ＮＴＴ製品における特約店契約について 

当社は、平成14年11月より株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマートと同社が著作権を有するソフ

トウェア（※）を第三者に再使用することを許可する「特約店契約」を締結しております。当社のシステムソリ

ューションサービス事業におけるＷｅｂインテグレーション業務は、同社が提供するソフトウェアによる開発を

主体としており、今後も同社との契約は継続していく方針でありますが、何らかの事情により、「特約店契約」

の解除等に至った場合は、これまでの販売・開発実績における顧客基盤を失う可能性があり、当製品に係る開発

ノウハウも活かせなくなることから、事業運営への支障や業績に対し、影響を及ぼす可能性があります。  

 ※ 統合基盤系Ｗｅｂアプリケーション「intra-mart」のことであります。 

  

③法的規制について 

当社が行う事業には、労働者派遣法及び職業安定法の他、労働基準法、労働者災害補償保険法、健

康保険法、厚生年金保険法その他の関係法令等と密接な関係があります。当社は、法令遵守を事業推

進における最重要課題としておりますが、今後、労働市場を取り巻く社会情勢の変化などに伴って、

改正ないし解釈の変更などが実施される場合、その内容によっては、当社が行う事業に対し重大な影

響を及ぼす可能性があります。  

イ．労働者派遣事業について 

当社の主力事業の一つであるＢＰＯサービス事業の人材派遣業務を行うにあたり、一般労働者派遣事業者とし

て、厚生労働大臣の許可を受けております。労働者派遣法は、労働者派遣事業の適正な運営を確保するために派

遣事業主が派遣元責任者として満たすべき許可要件を定めておりますが、事業主が一定の欠格事項（※労働者派

遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律の第6条）に該当したり、法令に違

反したりする場合には、業務の停止を命じられたり、場合によっては一般労働者派遣事業の許可を取消される場

合があります。 

 当社は、法令を遵守した事業活動を行っており、現時点において労働者派遣法に抵触するような事項はないと

認識しておりますが、今後、何らかの理由により許可の取消し等の事態が発生した場合には、人材派遣業務が行

えなくなり、当社の事業活動に大きな支障をきたすとともに、業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

また、平成11年12月の「労働者派遣法」の抜本的改正により「対象業務の原則自由化」や平成16年3月改正に

よる「派遣期間制限の緩和」、「製造業の生産工程への派遣解禁」などにより、人材関連ビジネスにおける新規

参入業者が増加するなど、競争が激化することが予想されます。当社がこのような競争に適切な対応力を発揮し

得ない場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

 ※欠格事項の主な内容は次のとおりであります。 

・禁錮以上の刑、又は罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算 

  して5年を経過しない者  

・健康保険法、船員保険法、労働者災害補償保険法、厚生年金保険法、労働保険徴収法等に関する法律若しくは 

  雇用保険法の一定の規定により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなっ  

  た日から起算して5年を経過しない者  

・成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ていない者 

・一般労働者派遣事業の許可を取り消され、取消の日から起算して５年を経過しない者等 
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 以上の内容に該当する者等は、一般労働者派遣事業の許可を受けることはできない。 

ロ．一般労働者派遣事業許可の有効期限について 

当社は、前述の法令等に基づき、厚生労働大臣より一般労働者派遣事業の許可を得ております。一般労働者派

遣事業の許可の有効期間は、許可の日から起算して3年となっており、許可の有効期間満了後引き続き許可に係

る一般労働者派遣事業を行おうとする者は、許可の有効期間の更新を受けなければなりません。更新を受けた場

合は、更新前の許可の有効期間が満了する日の翌日から起算して5年となっております。当社は平成4年に許可を

得ており、現在更新している許可の有効期限は、平成25年5月31日でありますが、何らかの事由により取り消し

や更新ができなくなった場合には、労働者派遣事業が行えない等、当社の事業活動に重大な支障を来たす可能性

があり、業績に大きな影響を与える可能性があります。 

ハ．改正労働者派遣法案における規制強化について 

近年の経済・雇用環境を背景に、派遣切りや低賃金の実態が社会問題化し、労働者派遣法の改正が検討、国会

に法案が提出されております。事業に影響を来すと思われる主な内容は次のとおりです。 

 ・登録型派遣の原則禁止（ただし、専門26業種、高齢者派遣などは除く） 

 ・製造業派遣の原則禁止（ただし、常用雇用は除く） 

 ・日雇い派遣（日々または2ヶ月以内の期間）の原則禁止 

 当社の労働者派遣業務は登録型派遣が大半を占めており、登録型派遣の原則禁止につきましては、自由化業務

における作業は常用雇用化を求められることから、取引先における直接雇用または当社での常用雇用化を図るな

ど対応を迫られていくことになり、当社の事業活動に支障を来たす可能性があり、業績に大きな影響を与える可

能性があります。 

ニ．社会保険について 

社会保険における保険料率について、平成16年年金制度改革により、標準報酬月額に対する厚生年金保険料会

社負担分が現在の1,000分の76.75から、平成29年まで毎年1,000分の1.77ずつ引き上げられ、平成29年以降は

1,000分の91.5まで上昇します。今後も社会情勢の変化によっては、社会保険制度の改正が考えられ、保険料率

や被保険者の範囲などに変更がある場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

④個人情報の管理について 

当社は、情報サービス事業者として、業務上、個人情報を伴う顧客データを数多く取り扱います。

さらには、人材派遣業務等の人材関連事業も行っていることから、多数の派遣スタッフ（派遣登録

者）の個人情報を有しております。そのため当社では、企業の果たすべき責任として、その適正管理

の重要性を強く認識し、「個人情報に関するコンプライアンス・プログラムの要求事項JIS Q5001」

及び「個人情報保護に関する法令、規範」に基づき、個人情報保護方針（平成18年10月1日改訂）を

策定し、平成17年3月に財団法人日本情報処理開発協会から「プライバシー・マーク」付与の認定を

受け、定期的に従業員・派遣スタッフ及び協力会社社員に対して研修会を実施するなど、技術面及び

組織面における合理的な予防・是正措置を講じております。 

また、個人情報保護推進委員会が、個人情報を取扱う各部門に対して、定期的に教育・指導を行

い、必要な対応策を実施し、内部監査により、随時管理状況をチェック・監査しております。  

 現時点において、当社から情報漏洩が発生した事実はありませんが、将来において万が一にも個人

情報の漏洩が発生した場合は、当社への損害賠償請求や、社会的信用の失墜等により、当社の事業運

営に大きな支障をきたすとともに、業績及び財務状況に大きな影響を与える可能性があります。 
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⑤人材派遣スタッフの確保について 

わが国の若年人口は、出生率の低下および少子化に伴い昭和60年代から減少し続けており、この傾

向は今後も続くものと予測されております。当社が行うＢＰＯサービス事業は、人材派遣業務が主体

であり、その派遣スタッフの大半は20代の若年層が占めていることから、若年層の減少は、当社が必

要とする人材の確保を困難にし、その結果、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、

当社は、派遣スタッフの確保を推進するために、求人誌や新聞の折込チラシ、インターネット等を活

用し、幅広い求人活動を実施しておりますが、派遣スタッフ獲得に向けた募集経費の増大や派遣スタ

ッフ賃金の上昇等に対し、サービス価格への転化や業務効率などの自社努力でも吸収できない場合

は、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑥人材派遣における料金の変動について 

当社が行うＢＰＯサービス事業における人材派遣業務の派遣料金は、派遣先企業に月単位で派遣料

金を請求・売上計上しており、派遣スタッフに支払う給与及び社会保険等の費用を売上原価に計上し

ております。当社は適正水準による給与支払と適正価格による請求に努め、派遣スタッフへの給与支

払水準の引き上げの際には請求料金についても値上げすべく、派遣先企業との交渉に取り組んでおり

ます。しかしながら、人材派遣業務における企業間競争の激化により、派遣先企業において適正価格

の水準を大きく下回る変更があった場合には、請求料金と支払給与の比率が変動し、当社の業績に影

響を与える可能性があります。  

  

⑦ソフトウェア開発のプロジェクト管理について 

システムのオープン化によるプロジェクトの小規模化や短納期化に伴い、プロジェクト管理及び品

質管理の重要性が今まで以上に高まっております。当社におきましては、一定額以上の一括案件につ

いての受注可否を審議することを目的に受注判定会議を設け、不採算案件発生の抑制をしておりま

す。現状では、当社の業績に大きな影響を与える恐れのある不採算案件はありませんが、これらの対

策を講じているにもかかわらず、不測の事態が発生した場合、採算の悪化するプロジェクトが発生す

る可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  

該当事項はありません。 

  

（５）継続企業の前提に関する重要事象等
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当社は，ＮＴＴグループ及び中堅企業をコアターゲットとしてシステムソリューションサービス事業や

ＢＰＯサービス事業の提供を行っております。 

それぞれの事業内容は、以下のとおりであります。 

  

(1)システムソリューションサービス事業 

①Ｗｅｂインテグレーション 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマートが提供するＷｅｂアプリケーション「intra-

mart」（※1）を開発基盤として用いたシステムンテグレーションのサービスを行っております。 

②データマイニングソリューション 

データマイニング（※2）を利用し、マーケットに関する情報を採取し、販売予測や販売の分析、コ

ストや品質管理に関る原因の分析を主体に、プログラミング・統計解析・分析のサービスを行っており

ます。 

③基幹系システムソリューション 

永年培ってきた大型コンピュータによるホスト系開発やクライアントサーバーシステムによる開発、

最近ではＥＲＰパッケージ（※3）を導入したシステム開発により、企業の根幹を担う人事・給与や会

計、販売管理といった基幹システムの開発を主体としたシステムインテグレーションのサービスを行っ

ております。 

  

(2)ＢＰＯサービス事業 

①人材派遣サービス 

    「必要なスキル・経験を持った即戦力となる人材」をお客様が「必要なとき」に「必要な期間」だ

け「必要な人数」を活用できる。それが人材派遣です。当社では、政令で定められた業務（派遣法

施行令第４条第１号～２６号）で、業務を迅速かつ的確に行うために専門的知識や技術などを必要

とする業務に対応しています。 

  ②人材紹介サービス 

     直接雇用を希望する求職者を正社員または契約社員として企業に紹介するサービスです。当社の

コンサルタントが、企業の採用方針などを理解した上で、多彩な分野の人材を紹介しています。企

業にとっては、採用におけるリスクを大幅に軽減することができ、求職者にとっては、効率的に最

適な就職が可能となります。 

  ③アウトソーシングサービス 

     多くのお客様とともに積み重ねてきた人材ビジネスのノウハウ・技術を活かし、営業支援やバッ

クオフィス業務、総務・経理・人事業務代行、軽作業、データ入力、コールセンタ業務など、運営

から管理までを行なう総合アウトソーシングサービスを提供しています。すでに導入された企業様

から高い評価を頂き、企業の業務改善、売上向上、コスト削減に貢献しています。これからも永年

の実績に基づいた知識とノウハウを活かしてまいります。 

  

※1 intra-mart：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマートが開発したシステム構築基盤を実現 

    するＷｅｂアプリケーションであり、平成22年3月末現在において国内外2000社を超える導入実績に達し 

    ている。（同社発表） 

    当社は、平成14年11月から同社との販売ならびに製品開発に関する特約店契約を締結。 

２．企業集団の状況
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※2 データマイニング：大量のデータを加工・探索し、仮説を導き出し、場合によっては、予測モデルを構 

    築する一連のプロセスの総称。 

※3 ＥＲＰパッケージ：Enterprise Resource Planning packageの略。企業の経営資源を有効に活用し経営 

    を効率化するために、基幹業務を部門ごとではなく統合的に管理するためのソフトウェアパッケージ。  

  

当社の事業系統図は以下のとおりであります。 
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当社は、３つの「ファースト」を経営理念として掲げ、経営方針を定めております。 

【経営理念】 

①Ｃｌｉａｎｔ Ｆｉｒｓｔ（クライアント・ファースト） 

  「お客様の立場で問題を考え、お客様の利益のために最大限の努力をする」 

②Ｑｕａｌｉｔｙ Ｆｉｒｓｔ（クオリティー・ファースト） 

  「お客様の信頼を得るにふさわしい『高品質』を追求する」 

③Ｏｂｊｅｃｔ Ｆｉｒｓｔ（オブジェクト・ファースト） 

  「目的を捉え、柔軟な発想で問題解決にチャレンジする」 

【経営方針】 

①成長する会社！ 

 ②変革する会社！ 

 ③人財を伸ばす会社！ 

  

当社は、安定的な増収・増益を経営の基本目標としております。 

更に、株主価値重視の観点から、ＲＯＥ（株主資本利益率）の向上と営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを意識し、健全な経営状態を継続してまいります。 

  

当社は、景気や業界動向に左右されない、時代の変化に対応した新たなるビジネス領域を模索し、独

自のビジネスモデルの構築に向け、果敢に挑戦していくとともに、人材（人財）も会社も成長出来るよ

う取組んでまいります。 

  

当社が提供する情報サービス業ならびに人材ビジネス業は、いずれも人材を主力とする事業でありま

すが、事業環境は依然厳しく、いまだ景気の回復には至っておりません。 

 このような状況下で、当社が更なる発展、成長を目指すには、これまでの事業を再度洗い直しをし、

新たなベクトルを定め、個々の業務におけるスペシャリスト集団を育成することであると認識しており

ます。 

  そのための課題に対する取り組み施策は、次の通りであります。 

①システムソリューションサービス事業  

・社員育成を徹底し、技術者のキャリアパスを構築していくとともに、業務ノウハウや技術ノウハウの取得向

上に努め、プライ比率の向上とＳＩ業務の強化、拡大に努めてまいります。 

②ＢＰＯサービス事業 

・改正労働者派遣法案に対する取引先のニーズの把握や動向を睨み、専門性の高い派遣スタッフの確保と育成

を強化し、アウトソーシング業務の深耕、人材ビジネス業における新たなビジネスモデルを構築してまいり

ます。 

  

該当事項はありません。 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題

（５）その他、会社の経営上重要な事項
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４．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年3月31日)

当事業年度
(平成23年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,900,083 1,876,915

売掛金 1,148,228 1,124,087

仕掛品 4,434 22,363

貯蔵品 1,378 992

前払費用 12,280 12,290

立替金 150 475

未収入金 3,001 6,423

繰延税金資産 129,873 134,288

その他 1,624 56

貸倒引当金 △6,684 △6,557

流動資産合計 3,194,371 3,171,335

固定資産

有形固定資産

建物 19,340 23,753

減価償却累計額 △10,543 △14,104

建物（純額） 8,796 9,649

工具、器具及び備品 33,988 38,256

減価償却累計額 △16,127 △29,926

工具、器具及び備品（純額） 17,860 8,330

有形固定資産合計 26,657 17,979

無形固定資産

ソフトウエア 4,246 －

電話加入権 1,310 1,310

無形固定資産合計 5,556 1,310

投資その他の資産

投資有価証券 16,855 15,355

ゴルフ会員権 4,230 3,940

敷金及び保証金 48,187 82,445

繰延税金資産 15,556 21,163

投資その他の資産合計 84,829 122,903

固定資産合計 117,043 142,194

資産合計 3,311,414 3,313,530
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年3月31日)

当事業年度
(平成23年3月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 131,207 115,055

未払金 537,430 437,463

未払費用 32,299 30,757

未払消費税等 55,257 49,198

未払事業所税 13,797 13,541

未払法人税等 86,363 76,063

前受金 1,817 1,200

預り金 17,032 17,245

賞与引当金 137,238 177,245

役員賞与引当金 7,700 7,500

本社移転費用引当金 － 27,519

その他 863 1,119

流動負債合計 1,021,007 953,909

固定負債

長期未払金 835 746

役員退職慰労引当金 24,420 25,930

固定負債合計 25,255 26,676

負債合計 1,046,262 980,585

純資産の部

株主資本

資本金 309,024 309,024

資本剰余金

資本準備金 209,024 209,024

資本剰余金合計 209,024 209,024

利益剰余金

利益準備金 25,000 25,000

その他利益剰余金

別途積立金 1,367,500 1,502,500

繰越利益剰余金 348,705 282,388

利益剰余金合計 1,741,205 1,809,888

株主資本合計 2,259,253 2,327,936

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,897 5,008

評価・換算差額等合計 5,897 5,008

純資産合計 2,265,151 2,332,944

負債純資産合計 3,311,414 3,313,530

データリンクス㈱（2145）平成23年3月期　決算短信（非連結） 

－14－



（２）損益計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

売上高

サービス売上高 8,425,271 8,111,222

商品売上高 331,891 37,897

売上高合計 8,757,162 8,149,120

売上原価

サービス売上原価 7,603,657 7,348,087

商品売上原価 268,078 36,052

売上原価合計 7,871,735 7,384,139

売上総利益 885,427 764,980

販売費及び一般管理費 562,248 530,533

営業利益 323,178 234,446

営業外収益

受取利息 3,635 1,340

有価証券利息 － 162

受取配当金 300 300

受取賃貸料 30 －

雑収入 33 33

営業外収益合計 3,998 1,835

営業外費用

雑損失 2 7

営業外費用合計 2 7

経常利益 327,174 236,275

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,013 127

ゴルフ会員権売却益 － 20

特別利益合計 1,013 147

特別損失

投資有価証券評価損 1,369 －

固定資産除却損 638 －

ゴルフ会員権評価損 150 250

本社移転費用引当金繰入額 － 27,519

減損損失 1,528 －

特別損失合計 3,686 27,769

税引前当期純利益 324,501 208,653

法人税、住民税及び事業税 160,931 101,883

法人税等調整額 △19,146 △9,411

法人税等合計 141,785 92,472

当期純利益 182,716 116,180
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 ※2 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

  

 
  

サービス売上原価明細書

前事業年度
(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 13,813 0.2 9,003 0.1

Ⅱ 労務費 6,167,718 81.2 6,084,302 82.6

Ⅲ 外注費 1,233,957 16.2 1,075,098 14.6

Ⅳ 経費 ※2 184,507 2.4 197,611 2.7

計 7,599,997 100.0 7,366,016 100.0

  期首仕掛品たな卸高 8,094

 

4,434

合計 7,608,091 7,370,451

  期末仕掛品たな卸高 4,434 22,363

当期サービス売上原価 7,603,657 7,348,087

(脚注) 1 原価計算の方法は、プロジェクト別に個別原価計算を実施しております。

前事業年度
(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

（単位千円）

旅費交通費         12,429 

通信費           20,258 

賃借料            12,888 

地代家賃          56,632 

消耗品費          10,539 

（単位千円）

旅費交通費       13,947

通信費                  16,562

賃借料                   9,343

地代家賃                59,886         

消耗品費                16,379
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 309,024 309,024

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 309,024 309,024

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 209,024 209,024

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 209,024 209,024

資本剰余金合計

前期末残高 209,024 209,024

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 209,024 209,024

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 25,000 25,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 25,000 25,000

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 1,210,500 1,367,500

当期変動額

別途積立金の積立 157,000 135,000

当期変動額合計 157,000 135,000

当期末残高 1,367,500 1,502,500

繰越利益剰余金

前期末残高 392,682 348,705

当期変動額

剰余金の配当 △69,692 △47,498

別途積立金の積立 △157,000 △135,000

当期純利益 182,716 116,180

当期変動額合計 △43,976 △66,317

当期末残高 348,705 282,388
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 1,628,182 1,741,205

当期変動額

剰余金の配当 △69,692 △47,498

別途積立金の積立 － －

当期純利益 182,716 116,180

当期変動額合計 113,023 68,682

当期末残高 1,741,205 1,809,888

株主資本合計

前期末残高 2,146,230 2,259,253

当期変動額

剰余金の配当 △69,692 △47,498

当期純利益 182,716 116,180

当期変動額合計 113,023 68,682

当期末残高 2,259,253 2,327,936

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 4,046 5,897

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,851 △889

当期変動額合計 1,851 △889

当期末残高 5,897 5,008

評価・換算差額等合計

前期末残高 4,046 5,897

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,851 △889

当期変動額合計 1,851 △889

当期末残高 5,897 5,008

純資産合計

前期末残高 2,150,276 2,265,151

当期変動額

剰余金の配当 △69,692 △47,498

当期純利益 182,716 116,180

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,851 △889

当期変動額合計 114,874 67,792

当期末残高 2,265,151 2,332,944
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 324,501 208,653

減価償却費 4,274 22,760

減損損失 1,528 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,013 △127

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,148 40,006

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 700 △200

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7,260 1,510

受取利息及び受取配当金 △3,935 △1,640

有価証券利息 － △162

売上債権の増減額（△は増加） 169,539 24,141

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,764 △17,542

仕入債務の増減額（△は減少） △56,181 △16,151

未払金の増減額（△は減少） 30,347 △96,630

長期未払金の増減額（△は減少） △8,185 △89

前払費用の増減額（△は増加） △1,003 △10

未収入金の増減額（△は増加） 6,310 △3,421

未払消費税等の増減額（△は減少） △18,054 △6,058

前受金の増減額（△は減少） － △617

預り金の増減額（△は減少） △2,249 212

未払費用の増減額（△は減少） 5,118 △1,541

立替金の増減額（△は増加） 92 △325

本社移転費用引当金の増減額（△は減少） － 27,519

その他 10,217 △13,301

小計 478,180 166,983

利息及び配当金の受取額 4,941 2,120

法人税等の支払額 △162,930 △108,196

営業活動によるキャッシュ・フロー 320,191 60,907

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △19,227 △13,173

無形固定資産の取得による支出 △2,313 －

敷金の差入による支出 △2,317 △24,988

貸付けによる支出 △5,000 －

貸付金の回収による収入 3,750 1,249

その他 － 60

投資活動によるキャッシュ・フロー △25,107 △36,852

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △69,307 △47,223

財務活動によるキャッシュ・フロー △69,307 △47,223

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 225,776 △23,168

現金及び現金同等物の期首残高 1,674,307 1,900,083

現金及び現金同等物の期末残高 1,900,083 1,876,915
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該当事項はありません。 

  

（５）継続企業の前提に関する注記
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（６）重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

1 有価証券の評価基準及び評

価方法

(1) その他有価証券

・時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用しております。

(1) その他有価証券

・時価のあるもの

   同左

2 たな卸資産の評価基準及び

評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

 評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。  

(1) 商品

移動平均法

(2) 仕掛品

  個別法

(3) 貯蔵品

  最終仕入原価法

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

 評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。 

(1) 商品

 同左

(2) 仕掛品

   同左 

(3) 貯蔵品

   同左 

3 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産（リース資産を除

く） 

    定率法を採用しております。  

  ただし、平成10年4月1日以降に

取得した建物（建物附属設備は除

く）については定額法を採用してお

ります。 

  また、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物（建物附属設備） 3年～15年

工具、器具及び備品  2年～20年

なお、取得価額が10万円以上20万

円未満の資産については、3年間で

均等償却する方法を採用しておりま

す。

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く） 

   同左

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く） 

  定額法を採用しております。

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における見込み利用可

能期間(5年以内)に基づく定額法を

採用しております。 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く） 

    同左   

(3) リース資産  

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産  

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法によっておりま

す。 

 

(3) リース資産 

     同左 
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項目
前事業年度

(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

4 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については原則とし

て貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、回収の可

能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金 
    同左

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち、当事業年度

に負担すべき金額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金 
    同左

(3) 役員賞与引当金 (3) 役員賞与引当金

 役員に対して支給する賞与に備

えるため、支給見込額のうち、当事

業年度に負担すべき金額を計上して

おります。

 同左

(4) 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金 

    同左 

 

――――――― (5) 本社移転費用引当金 

 本社移転に伴い発生する費用に備え

るため、オフィス移転、オフィスの原

状回復工事、従来の設備の除却等の合

理的な見積額を計上しております。 

 

5 収益及び費用の計上基準 完成工事高及び完成工事原価の計上基

準

完成工事高及び完成工事原価の計上基

準

イ．当事業年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工事 

  工事進行基準（工事進捗率の見積

りは原価比例法）

ロ．その他の工事 
  工事完成基準
（会計方針の変更） 
 受注制作のソフトウェア及び請負工
事に係る収益の計上基準については、
従来、工事完成基準を適用しておりま
したが、「工事契約に関する会計基
準」（企業会計基準第15号 平成19年
12月27日）及び「工事契約に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第18号 平成19年12月27日）を
当事業年度より適用し、当事業年度に
着手した契約から、当事業年度末まで
の進捗部分について成果の確実性が認
められる契約については工事進行基準
（工事の進捗率の見積りは原価比例
法）を、その他の契約については工事
完成基準を適用しております。  
 これによる損益への影響はありませ
ん。

イ．当事業年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工事 

  同左 

 

ロ．その他の工事  
  同左

―――――――
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該当事項はありません。 

  

項目
前事業年度

(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

6 キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 手持現金、要求払預金及び取得日

から3ヶ月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない短期的投資か

らなっております。 

 

    同左 

 

7 その他財務諸表作成のため

の重要な事項

(1) 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

 

(1) 消費税等の会計処理 

    同左 

 

（７）重要な会計方針の変更

会計方針の変更

前事業年度
(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

(資産除去債務に関する会計基準等）
 ―――――――

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」
（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及び「資産
除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用しておりま
す。 
 これによる損益への影響はありません。

表示方法の変更
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（８）財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成22年3月31日)

当事業年度 
(平成23年3月31日)

※1 区分掲記されたもの以外で、関係会社に対する主な

  ものは次とおりであります。

   売掛金              84,578千円

※1 区分掲記されたもの以外で、関係会社に対する主な

  ものは次とおりであります。

   売掛金                82,903千円

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

※1 関係会社との取引に係るものが、次のとおり含ま

れております。 

関係会社に対する売上高     778,819千円

 

※1 関係会社との取引に係るものが、次のとおり含ま

れております。 

関係会社に対する売上高    896,744千円

 

 

※2 販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 172,166千円

役員報酬 45,960千円

法定福利費 35,233千円

賞与 28,783千円

賞与引当金繰入額 21,406千円

役員賞与引当繰入額 7,700千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,260千円

退職給付費用 7,521千円

採用関連費 22,443千円

支払手数料 41,029千円

減価償却費 17,396千円

 
 

※2 販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 151,280千円

役員報酬 57,120千円

法定福利費 33,415千円

賞与 27,838千円

賞与引当金繰入額 27,156千円

役員賞与引当繰入額 7,500千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,640千円

退職給付費用 6,640千円

採用関連費 19,353千円

支払手数料 41,091千円

減価償却費 6,899千円

 

 

  おおよその割合

販売費 3.3％

一般管理費 96.7％

 
 

  おおよその割合

販売費 3.0％

一般管理費 97.0％

 

 

※3 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

       

工具、器具及び備品 638千円
 

               ――――――― 
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前事業年度(自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日） 

  

１ 発行済株式に関する事項 

  

 
  
  

2 配当に関する事項 

  

 (1) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

 
  

  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 21,590 ─ ─ 21,590

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年6月23日 
定時株主総会

普通株式 69,692 3,228 平成21年3月31日 平成21年6月24日

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年6月22日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 47,498 2,200 平成22年3月31日 平成22年6月23日
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当事業年度(自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日） 

  

１ 発行済株式に関する事項 

  

   
  
  

2 配当に関する事項 

  

 (1) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

 
  

  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 

  

  

 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 21,590 ─ ─ 21,590

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年6月22日 
定時株主総会

普通株式 47,498 2,200 平成22年3月31日 平成22年6月23日

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年6月21日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 33,248 1,540 平成23年3月31日 平成23年6月22日

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係

                    （千円）

現金及び預金勘定 1,900,083

現金及び現金同等物 1,900,083
 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係

                    （千円）

現金及び預金勘定 1,876,915

現金及び現金同等物 1,876,915
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(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

 

リース取引開始日が平成20年3月31日以前の所有権移転外フ

ァイナンス・リース取引

（借主側）

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額 
 相当額

減価償却累計額 
 相当額

期末残高
 相当額

（千円） （千円） （千円）

工具、器具及び 
  備品

5,425 3,089 2,335

ソフトウェア 8,035 7,867 167

  合計 13,460 10,957 2,503

 

 

 

リース取引開始日が平成20年3月31日以前の所有権移転外フ

ァイナンス・リース取引

（借主側）

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
 相当額

減価償却累計額 
 相当額

期末残高
 相当額

（千円） （千円） （千円）

工具、器具及び
  備品

5,425 3,993 1,431

ソフトウェア ― ― ―

合計 5,425 3,993 1,431

 

 

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,140千円

１年超 1,639千円

合  計 2,780千円

 
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,016千円

１年超 623千円

合  計 1,639千円

 

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 3,356千円

減価償却費相当額 2,912千円

支払利息相当額 280千円

 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,280千円

減価償却費相当額 1,071千円

支払利息相当額 139千円

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

   ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

利息相当額の算定方法

   ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

同左

 （減損損失について）

   リース資産に配分された減損損失はありません。

 （減損損失について）

     同左
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前事業年度(自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日) 

１ 金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、投機的な取引は行いません。 

また、資金調達の必要性が生じた場合は、銀行借入で対応する方針であります。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制 

営業債権である売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理

及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を必要に応じて把握する体制としています。 

 投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有

する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されています。 

 営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。また、営業債務は、流動性

リスクに晒されていますが、月次資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。 

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補則説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提

条件を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

  

2 金融商品の状況に関する事項 

平成22年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

（単位：千円）

 
    （*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

  

(注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（1）現金及び預金、並びに（2）売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

（3）投資有価証券 

時価については、株式は取引所の価格によっております。 

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する事項については、注記事項

「有価証券関係」をご参照下さい。 

(金融商品関係)

貸借対照表計上額
（*）

時価（*） 差額

(1) 現金及び預金 1,900,083 1,900,083 ─

(2) 売掛金 1,148,228 1,148,228 ─

(3) 投資有価証券

   その他有価証券 16,855 16,855 ─

(4) 買掛金             （ 131,207) （ 131,207) ─

(5) 未払金        （ 537,430) （ 537,430) ─

(6) 未払法人税等             （  86,363) (   86,363) ─
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（4）買掛金及び（5）未払金並びに（6）未払法人税等 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 

（7）デリバティブ取引 

該当する取引がないため記載しておりません。 

  

(注2）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 
  

（追加情報） 

 当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年3月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年3月10日）を適用してお

ります。 

  

当事業年度(自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日) 

１ 金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、投機的な取引は行いません。 

また、資金調達の必要性が生じた場合は、銀行借入で対応する方針であります。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制 

営業債権である売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理

及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を必要に応じて把握する体制としています。 

 投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有

する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されています。 

 営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。また、営業債務は、流動性

リスクに晒されていますが、月次資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。 

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補則説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提

条件を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

  

1年以内 
（千円）

現金及び預金 1,900,083

売掛金 1,148,228

投資有価証券 
 その他有価証券のうち満期があるもの

  
─

合  計 3,048,311
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2 金融商品の状況に関する事項 

平成23年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

（単位：千円）

 
    （*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

  

(注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（1）現金及び預金、並びに（2）売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

（3）投資有価証券 

時価については、株式は取引所の価格によっております。 

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する事項については、注記事項

「有価証券関係」をご参照下さい。 

（4）買掛金及び（5）未払金並びに（6）未払法人税等 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 

（7）デリバティブ取引 

該当する取引がないため記載しておりません。 

  

(注2）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 
  

  

貸借対照表計上額
（*）

時価（*） 差額

(1) 現金及び預金 1,876,915 1,876,915 ─

(2) 売掛金 1,124,087 1,124,087 ─

(3) 投資有価証券

   その他有価証券 15,355 15,355 ─

(4) 買掛金             （ 115,055 ) （ 115,055 ) ─

(5) 未払金        （ 437,463 ) （ 437,463 ) ─

(6) 未払法人税等             （ 76,063 ) ( 76,063 ) ─

1年以内 
（千円）

現金及び預金 1,876,915

売掛金 1,124,087

投資有価証券 
 その他有価証券のうち満期があるもの

  
─

合  計 3,001,002

データリンクス㈱（2145）平成23年3月期　決算短信（非連結） 

－30－



  

前事業年度(自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日) 

  

１ その他有価証券 

  

 
  

2 減損処理を行った有価証券 

 当事業年度において、有価証券について、1,369千円の減損処理を行っております。 

減損処理にあたっては、期末における時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄については、一律

減損処理しております。 

下落率が30以上50％未満の銘柄については、過去一定期間の時価推移等を考慮の上、時価の回復可能

性が認められないと判断される銘柄を減損処理しております。 

  

当事業年度(自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日) 

  

１ その他有価証券 

  

 
  

  

(有価証券関係)

区分
貸借対照表日における
 貸借対照表計上額 

 (千円)

取得原価
 (千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を 
 超えるもの

株式 15,575 5,200 10,375

貸借対照表計上額が取得原価を 
 超えないもの

株式 1,280 1,710 △430

合  計 16,855 6,910 9,945

区分
貸借対照表日における
 貸借対照表計上額 

 (千円)

取得原価
 (千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を 
 超えるもの

株式 15,355 6,910 8,445

貸借対照表計上額が取得原価を 
 超えないもの

株式 ― ― ―

合  計 15,355 6,910 8,445
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度 
(平成22年3月31日)

当事業年度 
(平成23年3月31日)

 該当事項はありません。 

 

該当事項はありません。 

 

(退職給付関係)

前事業年度 
(平成22年3月31日)

当事業年度 
(平成23年3月31日)

 

１ 採用している退職給付制度の概要

 退職金制度について、確定拠出年金制度及び退職金

前払制度を採用しております。 

２ 退職給付債務に関する事項

  該当事項はありません。

３ 退職給付費用に関する事項

（千円）

①勤務費用 13,410

②確定拠出年金への  
 掛金支払額

44,688

③退職給付費用 58,099

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  該当事項はありません。

 

１ 採用している退職給付制度の概要

 退職金制度について、確定拠出年金制度及び退職金

前払制度を採用しております。 

２ 退職給付債務に関する事項

  該当事項はありません。

３ 退職給付費用に関する事項

（千円）

①勤務費用 13,537

②確定拠出年金への 
 掛金支払額

45,033

③退職給付費用 58,570

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  該当事項はありません。

(ストック・オプション等関係)

前事業年度 
(平成22年3月31日)

当事業年度 
(平成23年3月31日)

 該当事項はありません。 該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成22年3月31日)

当事業年度 
(平成23年3月31日)

 

 

 

 
 

 

１繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

流動資産

（繰延税金資産） （千円）

未払事業税否認額 8,276

未払事業所税否認額 5,615

賞与引当金否認額 55,856

未払賞与否認額 41,754

未払法定福利費否認額 13,145

貸倒引当金否認額 2,720

その他 2,505

繰延税金資産合計 129,873

固定資産

（繰延税金資産）

役員退職慰労引当金否認額 9,938

ゴルフ会員権評価損否認額 1,381

電話加入権減損損失否認額 1,244

ソフトウェア償却限度超過額 9,664

その他 557

評価性引当額 △3,183

繰延税金資産合計 19,603

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △4,047

繰延税金負債合計 △4,047

繰延税金資産純額 15,556

 

 

 

 

 
 

 

１繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

流動資産

（繰延税金資産） （千円）

未払事業税否認額 7,289

未払事業所税否認額 5,511

賞与引当金否認額 72,138

未払賞与否認額 20,462

未払法定福利費否認額 12,518

貸倒引当金否認額 2,668

本社移転費用引当金否認額 11,200

その他 2,498

繰延税金資産合計 134,288

固定資産

（繰延税金資産）

役員退職慰労引当金否認額 10,553

ゴルフ会員権評価損否認額 361

電話加入権減損損失否認額 1,244

ソフトウェア償却限度超過額 11,022

その他 3,581

評価性引当額 △2,162

繰延税金資産合計 24,600

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △3,437

繰延税金負債合計 △3,437

繰延税金資産純額 21,163

 

 

 

２法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

 率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

2.4％

住民税均等割等 0.4％

軽減税率適用 △0.2％

その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

43.7％

 

 

２法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

 率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

3.5％

住民税均等割等 0.8％

その他 △0.7％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

44.3％
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(企業結合等関係)

前事業年度 
(平成22年3月31日)

当事業年度 
(平成23年3月31日)

 該当事項はありません。 該当事項はありません。

(資産除去債務関係)

前事業年度 
(平成22年3月31日)

当事業年度 
(平成23年3月31日)

――――――― 該当事項はありません。

(賃貸等不動産関係)

前事業年度 
(平成22年3月31日)

当事業年度 
(平成23年3月31日)

  該当事項はありません。  

       

（追加情報）
 当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に
関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11
月28日）及び「賃貸不動産の時価等の開示に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号
平成20年11月28日）を適用している。  
 

該当事項はありません。 

 

―――――――

(持分法投資損益等)

前事業年度 
(平成22年3月31日)

当事業年度 
(平成23年3月31日)

 関連会社がないため記載しておりません。 関連会社がないため記載しておりません。
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(追加情報) 

当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年3月27日)

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平成20年3月

21日)を適用しております。 

  

１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するため、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

  当社は、ＮＴＴグループ及び中堅企業をコアターゲットとした東京都及び周辺の関東エリアを中心

に事業活動を展開し、事業部制を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、「システ

ムソリューションサービス事業」及び「ＢＰＯサービス事業」の２つを報告セグメントとしておりま

す。 

  「システムソリューションサービス事業」は、情報処理サービスにおけるコンサルティングから製

造・開発・運用保守、情報処理機器の販売まで一環したサービスを提供し、「ＢＰＯサービス事業」

は、一般労働者派遣、有料職業紹介、業務請負等のサービスを提供しております。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「財務諸表作成のための重要な事項」における

記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 なお、セグメント間の内部売上高及び振替高の実績はありません。 

また、当社は、事業セグメントに資産及び負債を配分しておりません。 

  

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  

前事業年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日） 

 
（注）1．調整額は、以下のとおりであります。 

セグメント利益の調整額△386,457千円は、各報告セグメントに配分されない全社費用であります。 

 なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

2．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

3．当社は、事業セグメントに資産及び負債を配分しておりません。 

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額 
（注）1 

 

財務諸表
計上額 
（注）2 

 

システム 
ソリューション

サービス

ＢＰＯサービス 計

売上高

  外部顧客への売上高 3,809,398 4,947,764 8,757,162 ― 8,757,162

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 3,809,398 4,947,764 8,757,162 ― 8,757,162

セグメント利益 442,600 267,034 709,635 △386,457 323,178
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当事業年度（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日） 

 
（注）1．調整額は、以下のとおりであります。 

セグメント利益の調整額△373,492千円は、各報告セグメントに配分されない全社費用であります。 

 なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

2．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

3．当社は、事業セグメントに資産及び負債を配分しておりません。 

  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報は同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 
  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 
  

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

 
  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

(単位：千円)

報告セグメント
調整額 
（注）1 

 

財務諸表
計上額 
（注）2 

 

システムソリュ
ーションサービ

ス
ＢＰＯサービス 計

売上高

  外部顧客への売上高 3,500,152 4,648,968 8,149,120 ― 8,149,120

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 3,500,152 4,648,968 8,149,120 ― 8,149,120

セグメント利益 376,526 231,412 607,939 △373,492 234,446

(関連情報)

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社 ＤＴＳ 871,223
システムソリューションサービス及
びＢＰＯサービス

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)
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前事業年度(自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日) 

  

1 関連当事者との取引 

（1）財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

 （ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

 
(注) 1.取引条件及び取引条件の決定方針等 

システムソリューションサービス・ＢＰＯサービス売上高は、提供するサービスの技術スキル及び業界価

格等を勘案し、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本として決定しております。 

2.取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

  

（イ）財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

(関連当事者情報)

種類
会社等の名 
称又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

（被所有）
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社 株式会社ＤＴＳ
東京都
港区

6,113
情報サー
ビス事業

被所有
直接50.0

システムソリューショ
ンサービス事業の一部
受託及びＢＰＯサービ
ス事業の受託 
役員の兼任   有

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サービス 
（注）1

778,819 売掛金 84,578

法人主 

要株主

株式会社エヌ・
ティ・ティ・デ
ータ

東京都
江東区

142,520

データ通
信サービ
ス及びシ
ステム開
発事業等

被所有
直接17.3

システムソリューショ
ンサービス事業の一部
受託

システムソ
リューショ
ンサービス 
（注）1

684,067 売掛金 116,553

種類
会社等の名 
称又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社
の子会社

テルウェル東日
本株式会社

東京都
渋谷区

3,000

ＮＴＴ グ
ループ 会
社等 の福
利厚生 施
設 に関す
る事業等

被所有
直接8.6

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

576,637 売掛金 73,525

株式会社エヌ・
ティ・ティ・デ
ータ・イントラ
マート

東京都
港区

516

パッケ ―
ジソフ ト
（イ ン ト
ラ マ ー
ト）の 販
売等

─
システムソリューション
サービス事業の一部受託

システムソ
リューショ
ンサービス
（注）１

344,161 売掛金 46,229

ドコモ・サービ
ス株式会社 
 

東京都
豊島区 
 

100

ＮＴＴ ド
コモの 携
帯 電話等
の 料金業
務・与 信
業務等 
 

被所有 

直接3.4 

 

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託 
 

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１ 
 

307,117 売掛金 53,730 
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(注) 1.取引条件及び取引条件の決定方針等 

システムソリューションサービス・ＢＰＯサービス売上高は、提供するサービスの技術スキル及び業界価

格等を勘案し、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本として決定しております。 

2.取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

2 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（1）親会社情報 

株式会社ＤＴＳ（東京証券取引所に上場） 

  

（2）重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。 

種類
会社等の名 
称又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社
の子会社

東日本電信電話
株式会社

東京都
新宿区

335,000

東日本地域
における地
域電気通信
業務及びこ
れに附帯す
る業務、目
的達成業

務、活用業
務

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業

の受託  
 

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サービス
（注）１  

 

266,670 売掛金 11,347

ドコモ・サポー
ト株式会社 
 

東京都
港区 
 

20

ＮＴＴ ド
コモイン
フォメー
ションセ
ンター 及
びメール
センター
受託運 営
業務等 
 

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託 
 

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１ 
 

466,676 売掛金 69,497

株式会社ＮＴＴ
東日本－神奈川 
 

神奈川
県横浜
市 
 

37

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等 
 

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託 
 

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１ 
 

380,319 売掛金 60,595

株式会社ＮＴＴ
東日本－東京南 
 

東京都
港区 
 

50

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等 
 

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託 
 

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１ 
 

504,373 売掛金 102,560

株式会社ＮＴＴ
東日本－埼玉 
 

埼玉県
さいた
ま市 
 

37

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等 
 

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託 
 

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１ 
 

217,112 売掛金 38,969

株式会社エヌ・
ティ・ティエム
イー

東京都
豊島区 
 

100

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等 
 

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託 
 

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１ 
 

226,862 売掛金 63,904 
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当事業年度(自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日) 

  

1 関連当事者との取引 

（1）財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

 （ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

 
(注) 1.取引条件及び取引条件の決定方針等 

システムソリューションサービス・ＢＰＯサービス売上高は、提供するサービスの技術スキル及び業界価

格等を勘案し、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本として決定しております。 

2.取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

  

（イ）財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

種類
会社等の名 
称又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

（被所有）
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社 株式会社ＤＴＳ
東京都
港区

6,113
情報シス
テムの開
発事業等

被所有
直接50.0

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託 
役員の兼任   有

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サービス 
（注）1

871,223 売掛金 78,455

法人主 

要株主

株式会社エヌ・
ティ・ティ・デ
ータ

東京都
江東区

142,520

データ通
信システ
ムの開発
事業等

被所有
直接17.3

システムソリューション
サービス事業の一部受託

システムソ
リューショ
ンサービス 
（注）1

647,554 売掛金 80,982

種類
会社等の名 
称又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社
の子会社

テルウェル東日
本株式会社

東京都
渋谷区

3,000

ＮＴＴ グ
ループ 会
社等 の福
利厚生 施
設 に関す
る事業等

被所有
直接8.6

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

580,191 売掛金 86,581

株式会社エヌ・
ティ・ティ・デ
ータ・イントラ
マート

東京都
港区

516

パッケ ―
ジソフ ト
（イ ン ト
ラ マ ー
ト）の 販
売等

─
システムソリューション
サービス事業の一部受託

システムソ
リューショ
ンサービス
（注）１

176,685 売掛金 18,799

ドコモ・サービ
ス株式会社 
 

東京都
豊島区 
 

100

ＮＴＴ ド
コモの 携
帯 電話等
の 料金業
務・与 信
業務等 
 

被所有 

直接3.4 

 

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託 
 

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１ 
 

274,057 売掛金 41,791
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(注) 1.取引条件及び取引条件の決定方針等 

システムソリューションサービス・ＢＰＯサービス売上高は、提供するサービスの技術スキル及び業界価

格等を勘案し、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本として決定しております。 

2.取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

2 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（1）親会社情報 

株式会社ＤＴＳ（東京証券取引所に上場） 

  

（2）重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。 

種類
会社等の名 
称又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社
の子会社

東日本電信電話
株式会社

東京都
新宿区

335,000

東日本地域
における地
域電気通信
業務及びこ
れに附帯す
る業務、目
的達成業
務、活用業

務

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業

の受託  
 

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サービス
（注）１  

 

4,468 売掛金 994

ドコモ・サポー
ト株式会社 
 

東京都
港区 
 

20

ＮＴＴド
コモイン
フォメー
ションセ
ンター及
びメール
センター
受託運営
業務等 
 

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託 
 

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１ 
 

403,270 売掛金 64,587

株式会社ＮＴＴ
東日本－神奈川 
 

神奈川
県横浜
市 
 

37

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等 
 

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託 
 

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１ 
 

329,199 売掛金 60,165

株式会社ＮＴＴ
東日本－東京 
 

東京都
新宿区 
 

50

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等 
 

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託 
 

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１ 
 

506,437 売掛金 88,465

株式会社ＮＴＴ
東日本－埼玉 
 

埼玉県
さいた
ま市 
 

37

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等 
 

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託 
 

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１ 
 

335,007 売掛金 64,235

株式会社エヌ・
ティ・ティエム
イー

東京都
豊島区 
 

100

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等 
 

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託 
 

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１ 
 

352,167 売掛金 64,258
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(注) 算定上の基礎 

１.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

２.１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

  

  

 
  

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

1株当たり純資産額 104,916円68銭 108,056円70銭

1株当たり当期純利益 8,463円00銭 5,381円21銭

なお、潜在株式調整後1株当たり当期
純利益については、潜在株式が存在
しないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後1株当たり当期
純利益については、潜在株式が存在
しないため、記載しておりません。

項目
前事業年度末

(平成22年3月31日)
当事業年度末 

(平成23年3月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,265,151 2,332,944

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) － ─

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 2,265,151 2,332,944

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数（株）

21,590 21,590

項目
前事業年度

(自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 182,716 116,180

普通株式に係る当期純利益(千円) 182,716 116,180

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)

─ ─

普通株主に帰属しない金額(千円) － ─

普通株式の期中平均株式数(株) 21,590 21,590

(重要な後発事象)

前事業年度 
(平成22年3月31日)

当事業年度 
(平成23年3月31日)

 該当事項はありません。 

 

該当事項はありません。 
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当事業年度における生産実績は、システムソリューションを提供しているシステムソリューションサ

ービスのみで行っております。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当事業年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の金額には、商品売上高も含んでおります。 

３ ＢＰＯサービスには、請負契約によるものと労働者派遣契約によるものの2種類が並存する契約形態を含み

ます。 

  

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の金額には、商品売上高を含んでおります。 

３ ＢＰＯサービスには、請負契約によるものと労働者派遣契約によるものの2種類が並存する契約形態を含み

ます。 

４ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
(注) 1 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

2 前事業年度の販売金額の割合が10％以上の販売先については、該当ありません。 

  

役員の異動につきましては、本日発表の「役員の異動および人事異動に関するお知らせ」をご参照く

ださい。 

５．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

 ① 生産実績

事業部門 生産高（千円） 前年同期比（％）

システムソリューションサービス 2,157,073 102.0

合計 2,157,073 102.0

 ② 受注実績

事業部門 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

システムソリューションサービス 3,638,833 95.7 1,178,083 113.3

ＢＰＯサービス 4,528,862 98.8 1,198,261 90.9

合計 8,167,695 97.4 2,376,345 100.8

 ③ 販売実績

事業部門 販売高(千円) 前年同期比（％）

システムソリューションサービス 3,500,152 91.9

ＢＰＯサービス 4,648,968 94.0

合計 8,149,120 93.1

相手先

前事業年度
自 平成21年4月 1日 
至 平成22年3月31日

当事業年度 
自 平成22年4月 1日 
至 平成23年3月31日

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社ＤＴＳ ― ― 871,223 10.7

（２）役員の異動

データリンクス㈱（2145）平成23年3月期　決算短信（非連結） 
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